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２００５年度 社団法人新潟青年会議所 

会員募集要項 

 
１．募集要件 
   
（１）募集主旨 

       青年会議所（ＪＣ）は、”明るい豊かな社会”の実現を共通の理想とした、次 

      代の担い手たる20歳から40歳までの指導者たらんとする青年の団体です。 
       その事業理念として ”社会と人間の開発” を掲げ、市民の共感を求め社会 

      開発計画による日常活動を展開し、自由を基盤とした民主的集団指導能力の開発 

      を推し進めています。 
       当青年会議所も１８８名の会員を擁し、全国の組織と連帯しながら地域社会に密

       着した独自の活動を続けています。そして、英知と情熱ある青年を求めて門戸を

             開いています。 
 
  （２）年会費及び入会金 
 
      年会費  １４０,０００円    入会金  ７０,０００円 
      
  （３）入会資格その他（当青年会議所定款及び会員資格規則より） 
      ・ 新潟市及びその近郊に住所または勤務先を有し、満20歳から満40歳までの品格
       ある青年でなければならない。 
      ・ 原則として正会員として満２ケ年以上在籍可能な者でなければならない。 
                             （1967年生まれ以降の者） 
            ・ 入会希望者は、本会議所２名のスポンサー（紹介者）を必要とする。 
      ・ 入会申込書提出後 
              1) 入会希望者に対し面接の上、理事会にはかり仮入会の諾否を決する。 
       2) 仮入会の期間は６ケ月間とし、その間の例会及び委員会等を通じて３分の２
        以上出席した者を対象に、理事会において正式入会の可否を決定する。 
         但し、仮入会の期間は12ケ月を限度とし、これを超えた場合は、原則として
        当会議所への入会資格を失うものとする。 
 
  （４）募集期間 
       
      ２００５年１月１０日（月）～２００５年４月２５日（月） 
 
  （５）申し込み方法 
 
       別紙「入会申込書」に必要事項をご記入の上、スポンサーを通じ、又は直接 
      当会議所事務局へお申し込み下さい。 
 



 
   
（６）面接日 

 
      ２００５年４月２８日（木）１８：３０～ 
        新潟商工会議所５Ｆ ５１号室を予定 
 
（７）詳細についての問い合わせ先 

      資格審査等の詳細についてのお問い合わせは、（社）新潟青年会議所事務局宛に 

     お願い致します。 
 
      〒951-8068 新潟市上大川前通７番町1243番地 新潟商工会議所中央会館5Ｆ 
       ＴＥＬ０２５－２２９－０８７４  ＦＡＸ０２５－２２２－７２３４ 
              Ｅｰmail  ｉｎｆｏ＠ｎｉｉｇａｔａ－ｊｃ．ｃｏｍ 
              ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｎｉｉｇａｔａ－ｊｃ．ｃｏｍ 
 
２．青年会議所の概要等 
  （１）青年会議所とは 
      青年会議所（ＪＣ）は、”明るい豊かな社会”の実現を同じ理想とし、次代の担 

     い手たる責任感をもった20歳から40歳までの指導者たらんとする青年の団体です。 
      青年は、人種・国籍・性別・職業・宗教の別なく、自由な個人の意志によりその 

     居住する各都市の青年会議所に入会できます。 
      50余年の歴史をもつ日本の青年会議所運動は、めざましい発展を続けております 
     が、現在740余の地域に約４万５千名の会員を擁し、全国的運営の総合調整機関とし
     て日本青年会議所が東京にあります。 
      全世界に及ぶこの青年運動の中枢は国際青年会議所ですが、112ヶ所の国及び地 
     域に105ＮＯＭ（国際青年会議所）があり、約19万人の会員が国際的な連携をもっ 
     て活動をしています。 
      日本青年会議所の事業目標は、”社会と人間の開発”です。その具体的事業とし 

     て我々は市民社会の一員として、市民の共感を求め社会開発計画による日常活動を 

     展開し「自由」を基盤とした民主的集団指導能力の開発を押し進めています。 
      さらに、日本の独立と民主主義を守り、自由経済体制の確立による豊かな社会を 

     創り出すため、市民運動の先頭に立って進む団体、それが青年会議所です。 
                               （数字は2005年現在） 
 
  
（２）ＪＣ三信条 

 
 

・奉仕（サービス） ・修練（トレーニング） ・友情（フレンドシップ） 
 
 
 
 
  



  （３）２００５年度（社）新潟青年会議所 スローガン 
  

 

日々革新！ 起そう 価値ある変化 
～自立した地域主権社会の形成へ向けて～ 

 
 
 
（４）２００５年度（社）新潟青年会議所 理事長基本方針・事業計画 

 
＜基本方針＞ 
昨年（社）新潟青年会議所は時代の大きな変革期の中、創立 50 周年という大き

な節目を迎えました。そして、本年、我々は、50 年という輝かしい歴史と諸先輩

方が築き上げられた礎のもと、これからの時代に求められる次の「明るい豊かな社

会」の実現へ向け、新しい 50 年をスタートします。 

そのため、今年度を 50 周年に掲げた「新潟 JC 宣言」を着実に実行する 10 年の

起点としての 1 年目として位置付け、今後の具体的活動方針を明確にするべく取り

組む 1 年間とします。あるべきまちの姿を想像し、Jaycee として、市民として、

そして企業人としてまちづくりに参画し、にいがたをよりすばらしいまちへと発展

させ、次代へ繋いでいくこと、それが 51 年目に課せられた我々の大きな使命であ

ると認識しております。 

 

〈自立した地域主権社会の形成へ向けて〉 

混沌とした時代の中、ここ近年情報技術の革新的変化は、情報量の増大と時間や

距離を越えた広域的な共有化を生み出し、地球規模で社会や経済を捉えることを可

能としました。情報は集めるものから選択するものになり、どこに進むべきかの可

能性は拡大したものの、どのように進むべきかは、我々や地域自らが方針を定め、

方策を選択し、活路を見出す時代になってきたと言えるのではないでしょうか。 

また、ここ 10 年間を見た場合、都市インフラには大きな投資がなされ、まちの

景観は大きく変わりました。しかしながら、一方でそれら都市インフラを有効活用

するソフト作りは地域の重要課題として依然残されているように思えます。 

このような環境下において、我々は、にいがたが本州・日本海側最大の地方都市

から、独自性をもった存在感ある自立した都市へとその存在価値を高め、かつ、に

いがたの地域アイデンティティを明確に示す機会として広域合併を捉えると共に、

2007 年の政令指定都市以降を視野において、これからのにいがたづくりに取り組

んでいくことが大切であると考えます。 

それらに取り組む糸口の一つは、にいがたのアイデンティティである「食」（米、

酒、海産物）と「環境」（水の都、日本海、信濃川、森林、田園、雪）という地性

を活かした、それらを包括的に捉えた戦略的な産業育成と、それを強力に推し進め

る市民の主体的な地域づくりへの参画が、自立した地域主権社会形成へ向け重要で

あると認識できるのではないでしょうか。そして近い将来、日本地図が大きく塗り

替えられ、道州制に移行することが現実視されています。道州制移行後のにいがた

を共通の言葉で思い描き、その役割を明確にし、にいがたという地域の存在感を示

すべく、計画的で実効性のある JC 運動の展開が必要であります。 

 

 

 



〈JC の価値を高める地域と調和した運動の展開〉 

JC の本質的な価値は、地域に根ざした世界的な青年経済人のネットワークから

生み出される、志に基づく地域づくりの実践と、それを通して得る人間性の成長に

あります。そして、その価値を支えている要因は柔軟な発想と変化に対応できる青

年としての若さであり、方向性を明確にして、多くの仲間と共に行動できる組織の

結束力といえるのではないでしょうか。 

本年は、このような JC の本質的価値をより高め、公益法人としての存在意義を

しっかりと認識し活動するために、諸先輩方が築いてこられた多くのネットワーク

をより深く理解し、JC に対して社会が求める視点から、行政、JC と社会活動領域

を共有する NPO やまちづくり団体やそして市民と共に、まちの未来と地域課題を共

有し、共に解決に取り組める「協働の場」を創出します。この「協働の場」を通じ

て、より地域と調和した運動を展開することで、自立した地域主権社会の形成への

第一歩とすべく取り組んでまいります。 

 

〈社会起業家としての生き方〉 

自立した地域主権社会形成へ向けて、JC としてどのような人材開発に取り組む

べきなのでしょうか。 

地域の自立が求められる今、時代を的確に捉え、地域のために貢献できる人材と

して社会起業家に注目し、育成すべく取り組んでまいります。 

地方分権一括法は、大筋で「国と地方行政の役割を変え、より地域のニーズや実

情にあった活力ある地域づくりを住民参加のもとに主体的に取り組むこと」を示し

ています。 

このような地域づくりに必要な方向付けと課題を的確に捉え、最も効果的な社会

サービスを戦略的に実現するべくリーダーシップを発揮し、実践する人が社会起業

家であります。 

社会起業家にはまず能力として「地域課題」を認識し、「リーダーシップ」を発

揮でき、「こと」を効果的に進められる「経営資質」や「戦略」が必要です。また、

環境として「経営資源」「組織的対応力」「有益な人脈」があり、それに割ける「時

間」や「コスト」を負担できなければなりません。これほど社会起業家に求められ

る資質が備わっている人材が多い組織は JC の他にないように思えます。 

そして地域課題を「新しい価値の創造」や「現在の事業の革新」を通して自らの

事業の社会性を高めていくという、社会起業家としての側面を合わせ持つことに注

目すべきではないでしょうか。 

本年は一人ひとりが社会起業家としての側面を認識するために、地域課題を見出

し、それを具体化した社会起業プランの作成を行います。そして社会に貢献できる

事業であるかを JC 内部だけではなく、外部からも評価をしていただき、にいがた

に新しい価値をもたらすための事業を実施します。 

そして社会事業プランを作成するプロセスにおいて、「社会起業家としての能力

を磨くこと」＝「企業経営者としての能力を磨くこと」であるという認識を促しま

す。 

それ故、社会起業プラン構築においては、厳しいビジネス同等の視点や評価が必

要であること、そして社会起業家と企業経営者の資質向上には何も差は無く、その

違いは自己の企業と顧客に留めるか、地域社会に具体的な成果として広げるかの差

であると認識できるはずです。 

この認識を持ち活動することが、自分自身や企業に対し、そして地域社会に対し

て価値ある変化をもたらすものであり、そこにこそ JC の社会起業家としての側面

を強化推進する意義があるのです。 



 

〈日々革新しよう〉 

JC 運動は諸先輩方の礎のもと、大きな成果を生み出してきました。それはまち

づくり、ひとづくりであり、そして 50 年の歴史に裏付けられた志ある運動が生み

出してきたネットワークです。 

その志を受け継ぎ、より高い成果を生み出していくためには、JC 三信条を基に、

メンバー相互の本質を認め高め合い、一人ひとりが共にこれからの時代に合う組織

をつくり上げていく意識を高めていく必要があります。そのためには、「参画する

ことが自分自身を成長させる」こと、そして「自分自身、企業、地域に価値ある変

化を起す」という共通の認識を持ち、一人ひとりが地域のリーダーとして成長して

いくことが大切です。 

成長に欠くことのできない「考え」「発言し」「行動し」「反省する」というプ

ロセスを計画的に重ねて、日々革新できる自分作りを目指していきましょう。 

志ある「JC マン＝社会起業家」の集団であり続けるために 

さあ、英知と勇気と情熱を持って、失敗を恐れず戦略的に行動していきましょう！ 

 

 

 

＜事業計画＞ 

 

１） 新潟 JC アクションプランの作成 

２） 社会起業家の育成及び社会事業プランコンテストの開催 

３） 道州制移行後のにいがたの役割を明確にする提言書の作成 

４） 大韓民国・ソウル汝矣島青年会議所との少年スポーツ交流事業の開催 

 

 

 
（５）２００５年度（社）新潟青年会議所の概要 

   

     ①創    立   １９５４年１０月４日 

          ②承    認   １９５４年１０月８日（承認番号 ６２） 

     ③法人格取得      １９６８年 ５月６日 

     ④理  事  長   木山 光 

⑤事  務  局   〒951-8068  新潟市上大川前通７番町１２４３番地 

                                                新潟商工会議所中央会館５Ｆ 

               TEL ０２５－２２９－０８７４ 

               FAX ０２５－２２２－７２３４ 

     ⑥会  員  数   １８８名（内 休会者７名） 

     ⑦平 均 年 齢      ３５．６才（１月１日現在） 

          ⑧平均在籍年数      ９年（１月１日現在） 

     ⑨事 務 局 員   佐藤真理子 宮澤友美 


